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全国市区町村の自殺率を比較する指標の作成

地形や気候が自殺率にあたえる影響

日本の自殺率急上昇期における地域格差

かつて日本では、47都道府県ごとの自殺率を比較することで国内の分布を把握しようとしていた。
しかし、徳島県の自殺率分布図が示すとおり、ひとつの県の中に自殺率の大きな格差がある。
長年、徳島県は“低自殺率県”として位置づけられていたため、県内に自殺多発地域があるにもかかわらず、
十分な対策が行われていなかった。

自殺率は、地域の地理的特性の影響を強く受けていることが明らかになった。
標高が高いだけでは必ずしもリスクとならないが、そこに強い傾斜が加わることによって、リスク度は一気に高まっていた。
【直接的影響】 物理的な影響。医療など社会資源へのアクセス不良、ソーシャルサポート享受の障壁、隣人間コミュニケ
ーションや情報の不足、高齢者の運動不足とひきこもり傾向
【間接的影響】 厳しい自然環境において培われた住民気質― 忍耐心、克己心の増強、世代を越えて固着
周囲に対し安易に助けを求めない、弱音を吐けない、特に高齢者

日本では過去2度の自殺率急上昇期があり、いずれも背景には全国的な経済危機があった。
しかし、全国市区町村の自殺率は一律に上昇したわけではない。自殺率の格差が広がっていたことが明らかとなった。
自殺希少地域（自殺が極めて少ない地域）群は、経済問題という危険因子に対し、常に反応がより小さかった。
経済問題は健康問題と並び自殺の二大リスク要因とされているが、 どの人、どの地域にも一律に影響をあたえているわけで
はない。“経済の悪化”という事柄に対して脆弱な地域、その地域の人たちの自殺が増えているという可能性が考えられた。


